
消費税実務講座（７月14日～15日）

水道業務に従事する事務担当者の方々69名の参加を得て、「国・地方公共団体の消費税」、

「地方公営企業の消費税等の予算経理及び会計処理」（講師：中田ビジネスコンサルティング

代表　中田ちず子公認会計士）について、研修を実施した。

第180回工務常設調査委員会（７月15日）

JWWA規格の改正、水道施設事故事例検

討専門委員会の設置について審議したほか、

水道事業ガイドライン（JWWA Q 100）の改

訂状況、水道維持管理指針の改訂状況、ISO/

TC224上下水道関連国際標準化の動向、水質

の最新情報、地震等緊急時対応特別調査委員

会等について事務局より報告を行った。

漏水防止講座（東京会場第２回：７月15日～17日）

漏水防止業務に従事する技術系職員の方々45名の参加を得て、東京都水道局研修・開発セ

ンターにおいて研修会を実施した。１日目及び２日目に「漏水防止概論」、「漏水防止の現状

と課題」、「漏水防止作業」、「漏水探査技術」、「漏水機器の取り扱い」について講義を行い、

最終日には、漏水防止関連機器を使用しての実地研修を行った。

第40回検査施行要項等専門委員会（７月23日）

はじめに、議題⑴「副委員長の互選について」を上程し、副委員長に望月東京都水道局建

設部技術管理課長が選出された。

次に、議題⑵「第39回検査事業委員会議事録について」を上程し、事務局より説明を行い、

了承された。

続いて、議題⑶「検査施行要項の改正について」を上程し、水道用ダクタイル鋳鉄管検査

施行要項、水道用ダクタイル鋳鉄異形管検査施行要項、水道用ダクタイル鋳鉄管及び異形管

用接合部品検査施行要項等、計７つの検査施行要項について、それぞれ事務局より説明し、

慎重審議の結果、一部修正の上了承され、次回の検査事業委員会に上程することとなった。



新任水道事業管理者研修会（７月21日～23日）

新たに就任された水道事業管理者及び管理者を補佐する立場にある方々60名の参加を得

て、研修会を実施した。

本研修会では、元東京都公営企業管理者・水道局長（元本協会専務理事）の赤川正和氏に

よる「水道事業管理者のあり方」の他、「水道事業の会計制度と財政のポイント―決算書の

見方とそのポイント―」、「水道事業における危機管理～阪神大震災から20年　教訓を踏まえ

て～」、「水道事業における労働法体系並びに労務管理」、「地方公営企業の労使関係」、「水道

事業と争訟」、「水道経営と料金のあり方」について、それぞれ造詣の深い講師より講義が行

われた。

また、研修会の最後にはディスカッションを行い、活発な情報交換が行われた。

「水道事業管理者のあり方」
講師： 元東京都公営企業管理者・水道局長（元

本協会専務理事）　赤川 正和 氏

最終日のグループディスカッション

第940回会誌編集委員会（７月28日）

本誌９月号の編集方針、投稿原稿の審査、新規原稿の取扱いについて審議した。

浄水場等設備技術実務研修会（�東京会場第３回：７月21日～24日、� �

東京会場第４回：８月４日～７日）

浄水場・給水所等の運転管理に携わる技術系職員の方々30名（東京会場第３回、第４回共

に15名）の参加を得て、東京都水道局研修・開発センターの訓練用設備を利用して、実際に

ポンプの分解組立等、機器類の運転・操作及び浄水処理について実習するとともに、設備機

器の保守・管理の実務について、研修を実施した。



未納料金対策実務研修会（大阪会場第１回：７月30日～31日）

水道料金徴収業務に携わる方々71名の参加を得て、未納料金対策（給水停止、支払督促等）

について実務を中心とした研修会を実施した。

また、グループ別のディスカッションにおいては、活発な情報交換が行われた。

配管設計講習会（�関東会場第１回：７月29日～31日、中部会場：８月５日～７日）

水道事業体及び設計業者の方々105名（関東会場第１回51名、中部会場54名）の参加を得

て、「水道の課題と設計業務」、「配管設計・積算の基礎知識」、「製図の基本」、「管路（GX形）

の製図演習」、「積算の基本」、「管路（GX形）の積算演習」について研修を実施した。

水道協会雑誌平成27年８月号掲載記事の訂正について

　本誌平成27年８月号に掲載いたしました「水道統計の経年分析（平成25年度）」につきまして、
掲載内容に一部誤りがございました。ここに深くお詫びし、訂正申しあげます。

78頁
〈正〉
4-4　費用分析 ⑵ 　経営主体別の費用構

成比率
４行目と８行目

【４行目】
人件費は～　全ての経営主体が0.3～0.9ポイントの減

【８行目】
動力費は～　全ての経営主体が0.3～0.7ポイントの増

〈誤〉
4-4　費用分析 ⑵ 　経営主体別の費用構

成比率
４行目と８行目

【４行目】
人件費は～　全ての経営主体が0.3～0.7ポイントの減

【８行目】
動力費は～　全ての経営主体が0.3～0.9ポイントの増


